
は じ め に

ある所得分配において，すべての所得および貧困線が等額変化したとき，貧

困は不変と判断するのが絶対測度であり，すべての所得および貧困線が等比例

的に変化したとき，貧困は不変と判断するのが相対測度である。いわゆる絶対

的貧困と相対的貧困は1)，貧困線の絶対性と相対性とに密接に関連しているが2)，

本稿では相対的貧困の範疇内で相対的貧困線を受け入れ，貧困測度の絶対性と

相対性に分析が集中される。貧困の相対測度の計測は頻繁に行われているが，

我が国を含め，たいていの国で採用されているのは多数ある相対測度の中から

よく知られた頭数比とも呼ばれる貧困率と貧困ギャップ比である3)。しかし，

これらの測度は，貧困測度としての望ましい原理をいくつか満たしてない。ま

た，貧困の絶対測度に関しては Blackorby＝Donaldson（１９８０）および Chakravarty

（１９８３）による検討，提案以降，理論的な考察はかなりあるが，実際に絶対測

度を計測した例はほとんどない。

特に，我が国の貧困の相対測度の時系列変動については阿部（２００６），橘木・

浦川（２００６），吉岡（１９９６，２００６）などの先行研究があるが4)，絶対測度の時系

1) 貧困の絶対概念にたいする批判（Townsend，1954，1985）と相対概念にたいする
批判（Sen，1981，1985）とがある。

2) 吉岡（1996）。
3) 日本に関する貧困の計測に限定すると，貧困率や貧困ギャップ比以外の測度を利
用した研究は，Sen（1976）測度および Takayama（1979）測度を利用した高山（1980）
と Sen測度，Watts（1968）測度，FGT（1984）測度などを利用した橘木・浦川（2006）
および吉岡（2006）以外にほとんどない。
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列変動についての研究はほとんどない。そこで，本稿において我が国における

貧困の絶対測度と相対測度の１９７０年代中期から２００５年頃までの変動が明らかに

され，また，それらと所得分配の絶対不平等測度と相対不平等測度の変動との

比較が行われる5)。

ところで，不平等や貧困の分析に利用される実際の所得分配は，個票データ

の形式で入手できることは希で，その分布の要約表が政府関連の統計局から公

表されるのが通常である。所得分配の要約表は特定の所得範囲ごとにその範囲

に入る個人や世帯の度数が示された形式で，たいてい所得階級の代表値が与え

られてなく，特に特定の所得階級が開端区間になっているという実際の推計上

の難点がある。そこで，補論において，所得階級の開端区間に「一般化パレー

ト分布」を想定し，所得階級の開端区間の処理法が検討される。

１．貧困測度

１．１貧困原理

所得ベクトル x∈R n
＋と貧困線 z＞０が与えられたとき，

Rn 1 R1

を貧困測度という。貧困測度をその性質によって，おおきく２つに分けると，

次のように「絶対不変性」を満たす絶対測度と「相対不変性」を満たす相対測

度とに分類される6)。

絶対不変測度；

c1n

ここに，１nはすべての要素が１に等しい n 次元ベクトル，cはスカラーを各々

表す。

4) 阿部（2006）および橘木・浦川（2006）では，『所得再分配調査』の個票データが
利用されているために，時点数が相対的に少ない。吉岡（2006）では，『国民生活基
礎調査』の年次データが利用され，1970年代中頃から2000年代初頭までの相対測度
の時系列変動が明らかにされている。

5) 我が国において所得分配の絶対不平等測度の計測は，吉岡（1986，2007，2008）
以外にほとんどない。

6) Blackorby＝Donaldson (1980).
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相対不変測度；

Sen（１９７６）による貧困測度への公理論的アプローチ以降，多数の貧困原理が

検討されている。例えば，Zheng（１９９７）は貧困研究においてしばしば取り挙

げられる貧困に関する諸原理を多数検討し，その内最も基本的な８つの原理を

第１グループとそれに付随して次に重要で合理的な８つの原理を第２グループ

とに区分している。ここでは，本稿で実際の計測に採用される測度に関連した

主要な原理を明示しておく7)。

（F）Focus（焦点性）

（S）Symmetry（対称性）

（M）Monotonicity（単調性）

（WT）Weak Transfer（弱移転性）

（RI）Replication Invariance（複製不変性）

（WTS）Weak Transfer Sensitivity（弱移転感応性）

（F）Focus原理

分配 yが貧困線 zの上方における所得変化によって分配 xから得られた場合，

が成り立つ。つまり，P（）は非貧困者の所得に関する情報に影響を受けない。

（S）Symmetry原理

PMを置換行列とするとき，y=PMxならば，

が成り立つ。つまり，２人の所得を交換しても，P（）は変化しない。

（M）Monotonicity原理

分配 yが，他の所得が不変のままで個人 j（xj＜z）の所得減によって，分配 x

から得られた場合，

7) Sen (1976), Kakwani (1980), Chakravarty (1983), Donaldson＝Weymark (1986).
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が成り立つ。つまり，ある貧困者の所得が減少した場合，P（）は増大する。

（WT）Weak Transfer原理

分配 yが，貧困者からの所得順位を変えない逆進的移転によって，分配 xか

ら得られた場合，

が成り立つ。ここでは，少なくとも所得の提供者が貧困者であることが想定さ

れているが，貧困者間での移転に限定すれば，「最小移転原理」が採用された

ことになる。

（RI）Replication Invariance原理

（k）xを分配 xの k個の複製ベクトルとするとき，

が成り立つ。つまり，同一の分配を複数個集めて１つの分配にしても，P（）は

変化しない。

（WTS）Weak Transfer Sensitivity原理

ある分配 yにおいて，所得 δ＞０を貧困所得 yi（yk）から yj（yl）へ移転して得

られた分配を x（x１）とし，yj－yi＝yl－yk＞δ，移転後は誰も貧困線 zを超えな

いで，yk＞ yiならば，

が成り立つ。

この原理は Kakwani（１９８０）が提示した３つの感応原理の１つである。この原

理の基本的な考え方は，貧困の評価において他の条件が同一なら，所得移転の

発生場所が分配の最低部に近いほど，その移転効果が強調されるべきだという

ことである。

１．２貧困測度

貧困線 z以下の所得をもつ人々の数，貧困者数を q，総人口を nとそれぞれ

するとき，所得の大きさの順に並べられた所得ベクトル，

(x1,x2,...,xn ),x1 x2 ... xn

にたいし，本稿で採用される貧困測度を以下に定義しておく。
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a）古典的貧困測度

１．貧困率

この測度は主要な原理のうち（F），（S）および（RI）を満たしているが，（M），

（WT）および（WTS）を満たしていない。また，これは相対測度でもあり絶

対測度でもある8)。

b）相対貧困測度

２．貧困ギャップ比

1
n

z xi

zi

q

この測度は主要な原理のうち（F），（S），（RI）および（M）を満たしているが，

（WT）および（WTS）を満たしていない。

３．Sen（１９７６）測度

μPを貧困集団の平均所得とするとき，所得ギャップ比，

z p

z

と貧困者間のジニ係数 GPにたいし，貧困者数 qが十分に大きい場合，Sen測

度は，

Gp

と書くことができる。この測度は主要な原理のうち（F），（S），（M）および（WT）

を満たしているが，（RI）および（WTS）を満たしていない。

４．Watts（１９６８）測度

この測度は，

1
n

(ln z ln xi)
i

q

と書け，この測度は（F），（S），（M），（RI），（WT）および（WTS）のすべて

の原理を満たしている9)。

8) Foster＝Shorrocks (1991).
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５．FGT測度10)

この測度は，パラメータαを含んでおり，一般的に

1
n

z xi

zi

q

と表され，αの値によって満たされる諸原理が異なり，また上記の測度の一部

と関連づけられる。α＝０のとき貧困率，α＝１のとき貧困ギャップ比をそれ

ぞれ表し，α＞１のとき，（F），（S），（M），（RI）および（WT）が満たされ，

α＞２のとき，（F），（S），（M），（RI），（WT）および（WTS）のすべての原

理が満たされる。また，この測度はαの値が大きくなるにつれて，貧困を集約

する時に貧しい者ほどその所得ギャップを強調する。

c）絶対貧困測度

６．絶対型 FGT測度

Foster＝Shorrocks（１９９１）は絶対貧困測度の例として，zαFGT（α）を取り挙

げ検討しているので，これを FGTa（α）と書き「絶対型 FGT測度」と呼ぶこ

とにする11)。

1
n

z xi
i

q

この測度はα＞１のとき，（F），（S），（M），（RI）および（WT）が満たされ，

α＞２のとき，（F），（S），（M），（RI），（WT）および（WTS）のすべての原

理が満たされる。また，この測度においては，相対型の場合と同じようにαの

値が大きくなるにつれて，貧困の要約時に極貧層ほどその所得ギャップが強調

される。

７．Kolm-Zheng測度12)

9) Wattsの貧困の概念についての検討は，Watts（1968），Zheng（1993），吉岡（1994），
Muller（2001）などを参照。

10) Foster et al. (1984).
11) Atkinson（1992）や Ebert＝Moyes（2002）なども所得ギャップの一般化としてこの
測度を取り挙げ検討している。
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この測度は（F），（S），（M），（RI），（WT）および（WTS）のすべての原理を

満たしている。また，この測度においては，パラメータγの値が大きくなるに

つれて，貧困の要約時に極貧層ほどその所得ギャップが強調される。

１．３分配感応指標

Sen（１９７６）において導入された「移転原理」13)を満たす測度は，分配感応測

度といわれ，本稿での計測に採用される測度の中では，Sen，Watts，FGT，FGTa

および Kolm-Zheng測度がそのような測度である14)。「移転原理」とそれ以外の

基本原理を満たす貧困測度間の特徴付けのために，Zheng（２０００）は次のよう

な加法分離可能測度の分配感応度の指標を提案している。

1
n

p(xi,z)
i

q

ここに，p（x，z）は個人の窮乏関数である15)。そこで，p（x，z）は x∈［０，∞）

に関して連続であると仮定すると，P（x，z）は連続性の原理を満たすことにな

る。さらに，p（x，z）の x に関する１次偏導関数および２次偏導関数の存在を

仮定し，それぞれ px（x，z），pxx（x，z）と表すと，

s(x,z) pxx (x,z)
px (x,z)

と書けるので，以下，４種類の加法分離可能測度の分配感応度 s（x，z）は次の

ようになる。

s(x,z)

s(x,z)

s(x,z)

s(x,z)

12) Zheng（2000）において絶対的不平等の Kolm測度（1976）が参考にされて提示さ
れた貧困測度なので，Kolm-Zheng測度と呼ぶことにする。

13) この原理は，貧困者から，この貧困者よりも高い所得者への所得移転が貧困の増
大をもたらすことを要請する。

14) 分配感応測度として他に例えば，Clark et al.（1981）の第2測度がある。
15)「喪失感関数」（橘木・浦川 2006，p.67）と和訳される場合がある。
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したがって，Watts測度の場合，所得 xが低くなるにつれて分配感応度が高

まり，FGT測度の場合，絶対型でも相対型でも，αの値が大きくなるにつれ

て，あるいは所得が高くなるにつれて分配感応度が高まる。また，Kolm-Zheng

測度の場合，γの値が大きくなるにつれて，分配感応度が高まるが，その効果

はどの貧困層に対しても一定である。また，s（x，z）は貧困回避度の指標と解

釈することができる。この貧困回避の概念は，Seidl（１９８８）や Dagum（１９９０）

などで用いられているが，Zhengは次のような定義を与えている。ある貧困測

度が他の貧困測度よりも分配感応的であるとき，かつそのときに限って，前者

は後者よりも貧困回避的である16)。

２．所得不平等度と貧困度の時系列変動

我が国における所得分配の不平等性の時系列変動は，『国民生活基礎調査』

（厚生労働省）の１７から２５所得階級データ17)を利用して１９７０年代中期から２００３

年あるいは２００４年頃までについて，吉岡（２００７，２００８）において明らかにされ

ている18)。また，我が国における貧困の相対測度19)の時系列変動は，上と同じ

データを用いて１９７０年代中期から２００２年あるいは２００３年頃までについて，吉岡

（２００６，２００６a）において明らかにされている。以下，絶対型測度は不平等度

についても貧困度についても消費者物価指数によって調整された実質所得から

計測されている。

２．１絶対測度の変動

上記のデータによって計測し作成された図２－１は，所得分配の絶対的不平

等度の１９７０年代中期から２００５年までの時系列変動を表している。この図による

16) Zheng (2000a, pp.117‐118).
17) 我が国の所得分配に関する統計資料の概要とその問題点は，青木（1979），橘木・
八木（1994），吉岡（1995）などを参照。

18) 絶対的測度として Kolm測度及び分散が，相対的測度として Gini係数，Theil測度，
Atkinson測度およびMLDが夫々利用されている。

19) 貧困率，貧困ギャップ比，Sen測度，Watts測度，FGT測度。
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と，絶対不平等測度としての Kolm測度および分散は，１９７５年から１９９５年頃ま

で上昇し，それ以降２００５年頃まで低下している。表２－１は貧困の絶対型測度

の１９７０年代中期から２００５年までの計測結果であり，それを利用して作成された

図２－２によると，貧困の絶対測度としての FGTaおよび Kolm-Zheng測度は，

１９７５年から１９９０年頃まで上昇し，それ以降２００５年頃まで低下している。このよ

表２－１ 貧困の絶対測度

貧困線＝median／２

所得年 FGTa（２．０） FGTa（２．５） KolmZheng（０．１） KolmZheng（０．２）

１９７５ ０．７５２７ ０．７７７８ ０．１１８２ ０．２８１６
１９８０ ０．８７５０ ０．９５９３ ０．１５２８ ０．３７３５
１９８５ １．１１７９ １．２８１３ ０．１６４５ ０．３９０９
１９９０ １．６５４９ ２．１０７１ ０．２１４０ ０．５１３０
１９９５ １．５４２５ １．９２４４ ０．２０２９ ０．４７９９
２０００ １．５５４１ １．９４３１ ０．２０１９ ０．４７５９
２００５ １．０９０４ １．２８７８ ０．１７４６ ０．４１３６

（資料）厚生労働省『国民生活基礎調査』各年版により計測。

図２－１ 絶対不平等測度の時系列変動

（資料）厚生労働省『国民生活基礎調査』各年版により計測・作成。
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うに，不平等の絶対測度と貧困の絶対測度の１９７０年代中期からの約３０年間の変

動はほぼ同じだが，低下に転じた時点が若干異なる。

『国民生活基礎調査』によると世帯の平均所得（実質）は１９７５年から１９９５年

頃まで上昇し，それ以降２００５年頃まで低下している。したがって，最近の３０年

間の絶対不平等度と実質所得の変動はほぼ同じとみていいだろう（図２－３）。

平均所得の低下期には絶対的不平等の低下に絶対的貧困の低下が伴っている。

夫々の所得階層の実質所得の等比例的な低下によって，夫々の所得階層の所得

差が縮小することがあるが，この時期には高所得層の所得の低下幅が大きく，

低所得層の所得の低下幅が小さいために夫々の階層の所得差が縮小している。

１９７０年代中期からの約２０年間のように，高所得層の所得の上昇幅が，低所得層

図２－２ 貧困の絶対測度の時系列変動

（資料）表２－１により作成。
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の所得の上昇幅よりも大きければ，夫々の階層の所得差が拡大する。

まず，１９９０年代中期以降の世帯の平均所得の低下期について上のことを同じ

調査の所得五分位階層別世帯所得データで確認してみよう。表２－２は五分位

階層グループ別年間所得の推移（１９９６－２００５年）を示している。明らかに，最

高所得分位グループ５の平均所得の低下傾向が一番大きく，このことがほかの

分位グループとの所得差を縮めており，絶対的不平等度の低下と絶対的貧困度

の低下をもたらしている。１９８０年代中期以降の約１０年間の平均所得の上昇期に

ついては，同じ調査の所得四分位階層別世帯所得データが利用できる。四分位

階層グループ別年間所得の推移（１９８６－１９９５年）を示した表２－３によると，

図２－３ 実質所得指数と Kolm測度の時系列変動

（資料）図２－１に同じ。
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最高所得階層である所得分位グループ４の所得の上昇幅が，その他の所得分位

グループの所得の上昇幅よりも大きく，そのために夫々の階層の所得差が拡大

している。

２．２相対測度の変動

『国民生活基礎調査』によって計測し作成された図２－４によると，相対不

平等測度としての Gini係数および Theil測度は，１９８０年代初頭から２００５年頃ま

表２－２ 所得五分位階層別年間所得の年次推移

単位：万円

所得年 平均 第１分位 第２分位 第３分位 第４分位 第５分位

１９９６ ６６１．２ １４８．４ ３４５．５ ５４３．３ ８０２．７ １４６６．２
１９９７ ６５７．７ １４６．９ ３４０．８ ５３８．５ ７９２．７ １４６９．８
１９９８ ６５５．２ １５３．８ ３５４．９ ５４５．８ ７８２．２ １４３９．５
１９９９ ６２６．０ １４１．９ ３２０．０ ５０７．１ ７５５．０ １４０５．７
２０００ ６１６．９ １３６．５ ３１６．０ ４９７．４ ７４３．３ １３９１．２
２００１ ６０２．０ １３５．０ ３１０．４ ４８６．１ ７２８．８ １３４９．９
２００２ ５８９．３ １２６．９ ３０３．４ ４７７．６ ７１６．３ １３２２．０
２００３ ５７９．７ １３１．４ ３０５．４ ４７８．１ ７１０．５ １２７２．９
２００４ ５８０．４ １２３．９ ２９１．７ ４６５．８ ７２５．４ １２９５．１
２００５ ５６３．８ １２９．０ ２８９．８ ４５９．５ ６７９．７ １２６１．４

（資料）厚生労働省『国民生活基礎調査』各年版により作成。

表２－３ 所得四分位階層別年間所得の年次推移

単位：万円

所得年 平均 第１分位 第２分位 第３分位 第４分位

１９８６ ５０５．６ １６２．０ ３４３．３ ５３２．８ ９８４．４
１９８７ ５１３．２ １５９．５ ３４３．６ ５４１．８ １００８．１
１９８８ ５４５．３ １６１．２ ３５９．１ ５６６．７ １０９４．２
１９８９ ５６６．７ １６５．８ ３７２．８ ５８８．３ １１３９．９
１９９０ ５９６．６ １７６．４ ３９６．９ ６２３．０ １１９０．２
１９９１ ６２８．８ １７３．６ ４０９．４ ６５６．９ １２７５．３
１９９２ ６４７．８ １８２．１ ４２５．６ ６８４．１ １２９９．６
１９９３ ６５７．５ １９２．８ ４３７．７ ６９６．９ １３０２．７
１９９４ ６６４．２ １７７．４ ４２４．１ ６８９．７ １３６５．５
１９９５ ６５９．６ １８９．８ ４３４．１ ６９５．３ １３１９．４

（資料）表２－２に同じ。
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で上昇している。貧困の相対測度の計測結果である表２－４を利用して作成さ

れた図２－５によると，貧困の相対測度としての貧困率，Watts測度，Sen測

度，貧困 gapおよび FGT測度は，１９８０年代初頭から２００５年頃まで上昇してい

る（図２－４）。つまり，不平等の相対測度と貧困の相対測度の１９７０年代中期

表２－４ 貧困の相対測度

貧困線＝median／２

所得年 hcr Watts Sen pg FGT（２．０） FGT（２．５）

１９７５ ０．１４５５ ０．０８６０５ ０．０７５１５ ０．０５９５ ０．０２９８ ０．０２２３
１９８０ ０．１４３８ ０．０７９４１ ０．０７１４３ ０．０５４８ ０．０２７０ ０．０２０１
１９８５ ０．１７７１ ０．１０２７３ ０．０９０３６ ０．０７１１ ０．０３５６ ０．０２６６
１９９０ ０．１９７６ ０．１２２８４ ０．１０６０４ ０．０８１９ ０．０４３４ ０．０３３３
１９９５ ０．１８９１ ０．１２３２９ ０．１０４３４ ０．０８０８ ０．０４３９ ０．０３４１
２０００ ０．２１９１ ０．１４５９４ ０．１２２６２ ０．０９４８ ０．０５２２ ０．０４０９
２００５ ０．２４９９ ０．１３６８１ ０．１２５６１ ０．０９１８ ０．０４８３ ０．０３７０

（資料）表２－１に同じ。

図２－４ 相対不平等測度と貧困率の時系列変動

（資料）図２－１に同じ。
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からの約３０年間の変動はほぼ同じであり，平均所得の上昇期でも低下期でも相

対的不平等の上昇に相対的貧困の上昇が伴っている。所得の上昇期には高所得

層の所得の伸びが相対的に高く，低所得層の所得の伸びが相対的に低くければ，

高所得層と低所得層の所得比が拡大し，所得の低下期ではその逆が作用すれば

高所得層と低所得層の所得比が拡大する。

四分位階層グループ別相対所得の推移（１９８６－１９９５年）を示した図２－６に

よると20)，最低所得層の分位グループ１の所得の伸びが，その他の所得分位グ

ループの所得の伸びよりも相対的に低くいために所得階層間の所得比が拡大し，

相対的不平等と相対的貧困の上昇がもたらされている。また，図２－７は五分

位階層グループ別相対所得の年次推移（１９９６－２００５年）を示している21)。最低

20) ここでの相対所得とは，夫々の分位階層の1995年の平均所得を1とした場合の夫々
の分位階層の所得である。

21) ここでの相対所得とは，夫々の分位階層の1996年の平均所得を1とした場合の夫々
の分位階層の所得である。

図２－５ 貧困の相対測度の時系列変動

（資料）表２－４により作成。
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図２－６ 四分位階層別相対所得の年次推移

（資料）表２－２に同じ。

図２－７ 五分位階層別相対所得の年次推移

（資料）表２－２に同じ。
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所得分位グループ１の相対所得の低下が他の所得分位グループの相対所得の低

下よりも大きいようである。したがって，１９９０年代中期以降の平均所得の低下

期には，低所得層の所得の低下が中所得層や高所得層の所得の低下よりも相対

的に大きいために低所得層とそれ以外の所得層との所得比が拡大している。

ところで，貧困率を中心とする相対測度の最近の上昇要因はいくつかの先行

研究で論じられている22)。その主要因として，第１に，所得不平等性の上昇要

因と同じように，人口の高齢化によりもともと貧困度の高い（単身）高齢者世

帯が増加したこと，第２に，貧困度の高い単身世帯や母子世帯の増加をもたら

す世帯構造の変化があったこと，第３に，社会保障と税制の貧困削減効果が減

少したこと23)，第４に，就労貧困者の増加，若年世帯の失業の増加，非正規労

働者比率の上昇などによって市場所得が低下，不平等化したこと，などが挙げ

られよう。本稿で明らかにされたことは，特に第４の要因に係っている。つま

り，近年低所得層の所得の低下が中所得層や高所得層の所得の低下よりも相対

的に大きいために低所得層とそれ以外の所得層との所得比が拡大し，相対的不

平等度と相対的貧困度の上昇がもたらされており，そしてこのことは近年の低

所得世帯の増加の反映でもある。

お わ り に

我が国においては，貧困に関しても所得不平等に関しても絶対測度の計測の

試みがほとんどみられない。そこで，本稿では，『国民生活基礎調査』（厚生労

働省）を利用して，貧困の絶対測度および相対測度と所得不平等の絶対測度お

よび相対測度との１９７０年代中期から２００５年にかけての推移が明らかにされた。

そこで，本稿の結果は以下のようにまとめられる。

�１ 絶対不平等測度としての Kolm測度および分散は，１９７５年から１９９５年頃

まで上昇し，それ以降２００５年頃まで低下している。貧困の絶対測度として

22) 阿部（2006），橘木・浦川（2006，2007），小塩・浦川（2008）。
23) 社会保障と直接税による貧困度の改善率が1970年代中期から1980年代にかけて低
下して以降，2001年頃までそれに大きな変化はない（吉岡 2006）。
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の FGTaおよび Kolm-Zheng測度は，１９７５年から１９９０年頃まで上昇し，そ

れ以降２００５年頃まで低下している。したがって，不平等の絶対測度と貧困

の絶対測度の最近の約３０年間の変動はほぼ同じだが，低下に転じた時点が

若干異なる。

�２ 最近の３０年間の絶対不平等度および絶対的貧困度の変動と実質所得の変

動はほぼ同じで，密接に関連している。

�３ 平均所得の上昇期には，高所得層の所得の上昇幅が，その他の所得層の

所得の上昇幅よりも大きいために階層間の所得差が拡大している。１９９０年

代中期以降の平均所得の低下期には，高所得層の所得の低下幅が一番大き

く，このことがその他の所得層との所得差を縮めている。

�４ 相対不平等測度としての Gini係数および Theil測度は，１９８０年代初頭か

ら２００５年頃まで上昇している。貧困の相対測度としての貧困率，Watts測

度，Sen測度，貧困ギャップ比および FGT測度は，１９８０年代初頭から２００５

年頃まで上昇している。つまり，不平等の相対測度と貧困の相対測度の

１９７０年代中期からの約３０年間の変動はほぼ同じであり，平均所得の上昇期

でも平均所得の低下期でも上昇している。

�５ 平均所得の上昇期には，最低所得層の相対所得の伸びが，その他の所得

層の所得の伸びよりも相対的に低くいために所得階層間の所得比が拡大し，

相対的不平等と相対的貧困の上昇がもたらされている。また，平均所得の

低下期には，低所得層の相対所得の低下が中所得層や高所得層の所得の低

下よりも相対的に大きいために低所得層とそれ以外の所得層との所得比が

拡大している。

本稿で明らかにされたように相対的貧困率の中期的な時系列変動は，他の貧

困の相対測度の変動傾向とおおきな違いはない。１９６０年代中期から１９９０年代初

期にかけての貧困率の年次推移を実証した吉岡（１９９６）と本稿の結果とを結び

つけると，我が国の貧困率は，１９７０年代初期と１９９０年代中期の一時的な低下を

除くと，１９６０年代中期以降約４０年間上昇しているといえる。
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補論：所得階級の開端区間の処理法

は じ め に

所得分配に関する個票データは一般的には利用可能ではなく，ほとんどの国

ではその分布の要約表が政府関連の統計局から公表されるのが通常である。所

得分配の要約表は特定の所得範囲ごとにその範囲に入る個人や世帯の度数が示

された形式で与えられ，この所得階級別の世帯数から不平等度や貧困度のよう

な要約統計量を計測する場合，階級の代表値としてその中央値や平均値を採用

するのが一般的だが，最高階級の開端区間の処理法に定まった方法はなく，そ

の代表値を得る方法として３つほど考えられる；

�a 開端区間の始点や始点の１．２５倍，１．５倍，２倍などを採用する。

�b 最高階級の１つ下の階級の区間幅を最高階級の始点に加える。

�c 上位のいくつかの階級にパレートのようなパラメトリックな分布を仮定

する。

そこで，この補論では方法�cが検討され，実際の所得分布のピーク以降に古

典的パレート分布を仮定しても一般化パレート分布を仮定しても，最上位の開

区間は，一様分布とみなしてもよく，したがって従来のこの開端区間の簡便な

処理法は正当だという至極当たり前の結果が処理しがたい実際のデータを用い

て明らかにされる。

１．古典的パレート分布

確率変数 xで所得を表すとき，よく知られた古典的パレート分布は次のような

累積分布関数で定義される24)。

F(x) 1 (x / x0) a ,x x0 0

24) 社会科学における規模分布については，Kleiber＝Kotz（2003）が詳しい。
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ここに，a＞０は形状母数であり，x０＞０は規模を表す。密度関数は，

f (x) (a / x0)(x / x0) a 1,x x0 0.

と表される。母数の代表的な推定法には最小自乗法と最尤法とがあり，どちら

の推定法においても規模母数を事前に決めておく必要があり，一意的な決定法

はないが，ここでは形状母数の推定に最尤法を採用する。

大きさの順に並べられた n個の所得データ x（j），j＝1，．．．，nがあるとき，形

状母数の最尤推定量α⌒は次のようになる。

n log x( j)
x0j

1

閾値 x０は順序統計量 x（j）の最小値だが，実際の推定の際には閾値を変動させ

て，妥当な当てはまりのよい基準値が採用され，形状母数が推定される。『国

民生活基礎調査』（厚生労働省）の所得データ（２００５年）に関して推定された

パレート係数曲線（図１）によると，形状母数は負値から正値まで大きく変動

図１ 推定パレート係数 ２００５年

（資料）厚生労働省『国民生活基礎調査』２００６年版により計測・作成。
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する。１９世紀末からの約１００年間におよぶこの分野の各国における実証研究で，

形状母数の値が１．５前後になることが知られている25)。そこで，１．０≦a≦２．０の

範囲で最尤解を見つけると，１．１４５≦a≦１．６０８となり，したがってこの２５階級

データでは第４階級と第５階級の夫々の代表値を最小基準値に採用すればよい

ことがわかる。また，区間１７５≦x０≦２２５では，推定パレート係数曲線は直線と

想定してもよいから，推定値を（１．１４５＋１．６０８）／２＝１．３７７としてもよい。２つ

の推定係数で描いたパレート分布（図２）によると，所得１５００万円以上の区間

は一様分布のようで，少なくともデータの開端区間の始点２０００万円以上の区間

は一様分布と見なしてよいと思われる。１９９５年所得データによる計測結果，

１．２８３≦a≦１．７２８を採用してもほぼ同様のことがいえよう（表１）。次で検討さ

25) パレート係数は経験的に1.5≦a≦2.5の範囲にあるという見解もある（Cowell, 1995,
ch.4, pp.87‐88）。また，形状母数の値が小さいほど不平等を表すといわれているが，
この係数が分布全体の不平等度を表すと解釈することは出来ない。

図２ パレート分布 ２００５年

（資料）図１に同じ。
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れるように，一般化パレート分布（GPD）の形状母数が特定の値をとるとき，

GPDが一様分布になることが理論的にわかっている。

２．一般化パレート分布

古典的パレート分布の一般化は，経済学の分野において様々な方向に行われ

ているが26)，Pickands（１９７５）によって極値理論に導入された GPDが，その有

用性，融通性の故に自然科学の多様な分野でよく利用されている。GPDの密

26) Kleiber＝Kotz (2003, ch.3）.

表１ パレート係数の最尤推定値

最小基準値
２００５年

パレート係数
１９９５年

パレート係数

５０ ０．４７０ ０．４３８
７５ ０．５８１ ０．５３２
１２５ ０．８２７ ０．７３１
１７５ １．１４５ ０．９７０
２２５ １．６０８ １．２８３
２７５ ２．３７５ １．７２８
３２５ ３．９３６ ２．４２８
３７５ ９．０１２ ３．７２２
４２５ －７０．４３７ ６．９６７
４７５ －７．９７３ ３０．９５２
５２５ －４．４３４ －１４．７５５
５７５ －３．１６０ －６．２９９
６２５ －２．５０１ －４．１３０
６７５ －２．０９７ －３．１３４
７２５ －１．８２４ －２．５６１
７７５ －１．６２６ －２．１８７
８２５ －１．４７６ －１．９２４
８７５ －１．３５８ －１．７２８
９２５ －１．２６３ －１．５７７
９７５ －１．１８４ －１．４５６
１０５０ －１．０８９ －１．３１４
１１５０ －０．９９０ －１．１７４
１３５０ －０．８５５ －０．９８８
１７５０ －０．７００ －０．７８６
２５００ －０．５６０ －０．６１４

（資料）厚生労働省『国民生活基礎調査』各年版により計測。
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度関数は，

g(x) 1
b

1
k x x0

b

1 1
k
, k 0,b 0.

と表される。ここに，bは規模母数，kは形状母数をそれぞれ表し，これは k

＝０のとき指数分布，k＝－１のとき一様分布にそれぞれなる。

母数を推定するに当たって事前に閾値 x０を定める必要があるが，決定的な

方法はなく，一般的に閾値を低く採りすぎるとバイアスが大きくなり，高く採

りすぎると分散が大きくなる。また，閾値の決め方は分析目的にもよる。図３

の実線は，夫々の所得階級の代表値を閾値とし，それを変動させたときの形状

母数の最尤推定値である。最尤推定値は数値的に最適化して求められるが27)，

破線部は繰り返し計算が一定基準内に収束しなかった閾値に対応する。ここで

27) 最適化計算には R関数 optimが利用されている。

図３ 一般化パレート分布の推定形状母数 ２００５年

（資料）図１に同じ。
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の目的は，データの最上位の開区間の様子の解明であり，そこで，繰り返し計

算が収束しなかった閾値の直前の閾値を採用すると，推定された GP密度は28)，

ほぼ一様分布とみなすことができる。また，閾値が高くなるにつれて AIC29)が

小さくなるから，高い閾値を採用しても本稿の目的を達成することができる。

k＝－１．０の場合 GP密度は有限の裾をもつ一様分布になるが，閾値を１７５０とし

たとき４０００近辺で打切りとなる。k＝－０．９９９４の場合閾値を２０００とすると，裾

が有限値２５００近辺で打切りとなる一様分布とみることができる（図４）。つま

り，最高階級の開端区間の代表値は，連続区間（２０００－４０００）から任意に選択

することができ，代表値の選択方法（a）は正当化される。分布を比較すると

きに重要なのは選択方法を変えないことである。本稿や吉岡（２００６，２００７，

２００８）における計測では最高階級の開端区間の代表値として，原則的に開端区

28) scale＝503.8, k＝－0.1002.
29) 赤池情報量規準。

図４ 一般化パレート分布 ２００５年

（資料）図１に同じ。
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間の始点の１．２５倍が採用されている。
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